
各リスクと対応策 

リスク 

項目 
影響度 

発生 

頻度 

リスクシナリオ 

（発現時期と当社への影響） 
リスク対応策 

大
規
模
災
害 

大 高 

当社グループは、日本をはじめ世界各

地に事業拠点を展開しており、地震や

津波、台風、洪水等の自然災害、戦争、

テロ行為等の事象に伴う惨事、自社の

建物や設備における火災や爆発、さら

に電力等のインフラ停止によって混

乱状態に陥る可能性があります。 

想定を上回る規模の災害が発生した

場合、当社グループの建物及び設備に

対する損害だけでなく、貴重な人的資

源にも重大な影響を及ぼし、当社グル

ープの事業活動の一部又は全体に大

きな支障をきたす可能性があります。 

このような事態が発生した場合、事業

拠点の移転や損害を被った建物及び

設備等の修復に多額の費用が発生す

る恐れがあり、当社グループの事業、

財政状態及び経営成績に大きな影響

を及ぼす可能性があります。 

当社グループでは、事業継続計画

（BCP）を策定しており、実際に大規模

災害が発生した際には、発生直後から

対策本部を立ち上げ、事業の継続と被

害の最小化に努めています。 

また、海外を含む全グループの事業場

を対象に、避難訓練などの実地訓練に

加え、実践的なリスクシミュレーショ

ンを継続的に実施しており、リスク対

応力の強化に取り組んでいます。 

製
品
の
欠
陥 

大 中 

当社グループは、製品に欠陥が生じた

場合、欠陥に起因する直接的及び間接

的な損害に対して、製造物賠償責任保

険では十分に補償しきれない賠償責

任を負担する可能性や多大な対策費

用が発生する可能性があります。 

また、当該問題に関する報道が行われ

ることにより、当社グループのブラン

ドイメージが低下し、顧客の流出を招

く恐れがあり、当社グループの事業、

財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

当社グループでは、厳格な独自の品質

基準に基づき、製品の品質確保に細心

の注意を払っています。 

万一、製品事故が発生した場合や、事

故発生を予見させる兆候が発覚した

場合には、お客様をはじめとする関係

者から迅速に情報を収集すると共に、

社外の販売事業者等とも協力し、適切

な情報開示に努めています。 

地
政
学
リ
ス
ク
等
に
よ
る
原
材
料
等
の
調
達
障
害 

中 高 

当社グループの製造事業において、原

材料及び部品等を安定的かつタイム

リーに入手することは不可欠です。 

地政学リスク・大規模な災害やサプラ

イヤーの倒産等により供給が中断し

た場合や、急激な需給環境の変化によ

って調達に障害が生じた場合、サプラ

イヤーの変更や追加、又は他の原材料

や部品への切り替えをタイムリーに

行えない可能性があります。このよう

な外部環境の急激な変化はグローバ

ルなサプライチェーンに未知かつ長

期的な影響を及ぼす懸念があり、これ

により、当社グループの事業、財政状

態及び経営成績に重大な影響を及ぼ

す可能性があります。 

当社グループでは、購買方針に基づ

き、サプライヤーと共にグローバルに

原材料や部品の持続可能な調達を推

進しています。 

近年の地政学リスクや自然災害に対

する対応力を強化するため、部品品目

や生産拠点の把握、外部サービスを活

用した迅速な被災状況の確認、有事に

備えた対策シミュレーションの実施

等を通じて、リスク発生時の影響有無

を即座に把握し、適切な対策を講じる

体制をサプライヤーと協働で構築し

ています。  

さらに、部品毎の復旧プランに基づい

たBCP対応在庫の確保や調達の複線化

等、リスク想定を深化させ、安定供給

体制の構築に取り組んでいます。 



リスク 

項目 
影響度 

発生 

頻度 

リスクシナリオ 

（発現時期と当社への影響） 
リスク対応策 

労
働
安
全
衛
生 

大 中 

当社グループは、不測の事態によって

重大な労働災害や労働法令違反、長時

間労働等が発生した場合、行政処分や

賠償責任を受ける可能性があり、これ

により事業活動に支障をきたすこと

が考えられます。結果として、当社グ

ループの事業、財政状態及び経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループでは、「業務上災害ゼロ」

及び「業務上疾病ゼロ」を目指し、安

全で快適な職場環境の実現に努めて

います。安全衛生・警防中央委員会に

おいて全社方針や基本施策等を定め、

各事業所への浸透を図ると共に、各事

業所では毎月安全衛生委員会を開催

し、安全衛生活動に関する課題の共有

及び対策の立案・推進を行っていま

す。 

感
染
症
蔓
延 

大 中 

感染症の拡大が長期化した場合、世界

的な景気悪化や原材料・部品の調達に

障害が生じる恐れがあり、これにより

当社グループの事業、財政状態及び経

営成績に大きな影響が及ぶ可能性が

あります。 

当社グループでは、感染症の蔓延に備

え、在宅勤務等への迅速な切り替えが

可能な体制を整えています。 

また、サプライヤーの工場の操業停止

等により、部品供給に遅延が生じた場

合には、代替調達手段の確保を行い、

事業への影響を最小化するよう努め

ています。 

訴
訟
の
提
起 

中 高 

当社グループは、グローバルで多岐に

わたる事業展開をしており、その事業

活動に関連して製造物責任や労働問

題等に関する訴訟が提起される可能

性があります。これら訴訟の結果によ

っては、損失の発生や信用の低下等が

生じることがあり、当社グループの事

業、財政状態及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。 

当社グループでは、リスク管理体制の

強化や法令の遵守等により、顧客との

信頼関係を構築し、品質管理を徹底す

ることで訴訟リスクの最小化を図っ

ています。特に労働問題については、

国内外の労働関連法の遵守状況の調

査や社員への啓発活動を行う等、コン

プライアンスの強化に取り組んでい

ます。これにより、社員等からの訴訟

やその他の法的手段の発生を防止す

るよう努めています。 

機
密
情
報
・
個
人
情
報
の
漏
え
い 

中 中 

当社グループは、顧客の個人情報や他

社の情報を取り扱うことがあります

が、不測の事態により情報が外部に流

出する可能性があります。 

この場合には、損害賠償等の多額な費

用負担が生じ、当社グループの事業活

動やブランドイメージに悪影響を与

える可能性があります。 

また、重要な機密情報が第三者に不正

流用される恐れもあり、当社グループ

の事業、財政状態及び経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。 

当社グループでは、お客様情報を含む

保有情報の秘密保持に細心の注意を

払うため、ＴＯＴＯグループ個人情報

方針、ＴＯＴＯグループセキュリティ

方針、及び社内の情報セキュリティ関

連規定に則りアクセス管理や情報持

ち出し制限、不正アクセス防止等の安

全対策を実施すると共に、情報セキュ

リティの脅威を監視し、情報の漏えい

が生じないよう最大限の管理に努め

ています。 

また、全ての社員にセキュリティに関

する教育・訓練を継続的に実施してお

り、資産の適切な管理及び利用の周知

徹底を図っています。 



リスク 

項目 
影響度 

発生 

頻度 

リスクシナリオ 

（発現時期と当社への影響） 
リスク対応策 

情
報
シ
ス
テ
ム
障
害
の
発
生 

中 中 

当社グループは、ほぼ全ての業務にお

いてコンピュータシステム及びコン

ピュータシステムを結ぶ通信ネット

ワークを利用しています。コンピュー

タシステムや通信ネットワークの環

境は年々複雑化・高度化しており、自

然災害、テロ、外部からのハッキング

やコンピュータウィルス、人為的ミス

等により、コンピュータシステムや通

信ネットワークの不具合・故障が発生

する可能性があります。 

このような事態が生じた場合は、業務

が一時的に中断し、当社グループの事

業、財政状態及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。 

当社グループでは、信頼性向上のた

め、さまざまな対策を実施し、業務を

継続的に運営できる体制を整備して

います。 

情報資産をはじめとして保有するす

べての経営資産の保護と適切な安全

管理を極めて重要な社会的責務だと

認識しており、すべての社員にセキュ

リティに関する教育・訓練を継続的に

実施し、資産の適切な管理、及び適正

な利用の周知徹底を図っています。 

また、セキュリティの水準や遵守状況

を定期的に点検・監査すると共に、情

報セキュリティの脅威を監視し、継続

的な改善に努めています。 

地
政
学
的
な
紛
争
・
治
安
悪
化
リ
ス
ク 

大 中 

当社グループは、グローバルに事業活

動を展開していますが、海外では政情

不安や経済動向の不確実性、宗教や文

化の相違、商習慣に関する障害等、さ

まざまなリスクが存在します。 

また、為替・金利の変動、投資・海外

送金・輸出入・外国為替に関する規制

の変更や税制の変更等、政治的、経済

的もしくは法的な障害を伴う可能性

があるほか、テロや紛争等の発生によ

り社員の安全や拠点運営に影響が及

ぶ可能性があり、当社グループの事

業、財政状態及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。 

当社グループでは、各拠点において危

機管理を統括し、実務を担当する組織

と体制を構築しています。所在地及び

周辺の政治・社会情勢、治安状況に関

する海外危険情報を迅速に収集し社

員の安全確保を含む必要な対策を適

切に実施するよう努めています。 

人
財
の
獲
得
競
争
の
激
化 

中 中 

当社グループは、将来の永続的な成功

は人財がその能力を高め、会社に継続

的に貢献し続けることが重要である

と考えていますが、優秀な人財を継続

的に確保・育成ができない場合には、

当社グループの事業、財政状態及び経

営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

当社グループでは、マネジメントリソ

ース革新の中で、多様な人財が集ま

り、安心してイキイキとチャレンジ

し、社員が誇りに思い働き続けたいと

思える会社の実現に向けた取り組み

を推進しています。 

また、新卒採用に加え、ダイレクト・

リクルーティングやリファラル採用

等、さまざまな手法を積極的に展開

し、高度専門人財含む経験者採用の強

化に努めています。 

環
境
に
関
す
る
規
制 

小 高 

当社グループは、大気汚染、水質汚濁、

土壌・地下水汚染、有害物質の取扱い

及び除去、廃棄物処理等を規制するさ

まざまな環境関連法令の適用を受け

ています。環境規制は年々強化されて

おり、これにより工場の移転や停止、

設備投資、環境関連の費用負担の増

加、賠償責任等が発生する恐れがあ

り、当社グループの事業、財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

当社グループでは、安心安全な社会の

実現に向け、環境リスクの未然防止活

動を継続的に推進しています。環境マ

ネジメントシステムの推進により、汚

染の未然防止に努め、法規制遵守はも

とより自主管理基準を定めて環境負

荷の低減と汚染の未然防止に努めて

います。 



リスク 

項目 
影響度 

発生 

頻度 

リスクシナリオ 

（発現時期と当社への影響） 
リスク対応策 

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
含
め
た 

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
違
反 

小 高 

当社グループでは、一部の地域におけ

る事業運営において、ガバナンスの不

全や社内管理の不備が生じた場合、当

社グループの事業、財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

当社グループでは、サプライヤーを含

む全ての関係者に対して人権を尊重

し、法令や社会的ルールを遵守するこ

とを重視し、公正かつ透明な行動を推

進する組織文化の醸成に努めていま

す。 

また、年４回開催するコンプライアン

ス委員会において、グローバルでのコ

ンプライアンス教育やモニタリング

等の年度計画と実施結果を確認・承認

するプロセスを盛り込み、これにより

コンプライアンス違反リスクの早期

発見と適切な対策を講じています。 

風
評
被
害 

小 高 

当社グループに対する悪質な風評が、

マスコミ報道やインターネット上の

書き込み等によって発生・流布した場

合、それが正確な事実に基づくもので

あるか否かにかかわらず、当社グルー

プの社会的信用が毀損され、当社グル

ープの事業、財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループでは、さまざまな方法で

情報検知を行い、企業活動において法

令遵守違反等の不適切な行為が発覚

した場合には、速やかに適切な対応を

実施します。 

知
的
財
産
権
侵
害 

小 高 

当社グループは、ブランド価値を高

め、お客様にとって信頼性の高い価値

ある商品を提供するために、知的財産

権を適切に創出・資産化（権利化・秘

匿化）・活用しています。しかしなが

ら、一部の地域や国では知的財産権に

対する完全な保護が受けられない場

合があり、当社グループの知的財産権

が侵害される恐れや、第三者が保有す

る知的財産権に影響を及ぼす可能性

があります。その結果、当社グループ

の事業、財政状態及び経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。 

当社グループでは、権利行使や模倣対

策を通じて、侵害品に対する強い姿勢

を示すことで、当社グループの知的財

産権が侵害されるリスクを未然に防

止しています。 

また、事業戦略を立案する際には知財

情報を調査・分析し、第三者の知的財

産権を尊重した開発活動を推進する

ことで、第三者が保有する知的財産権

を侵害するリスクを未然に防止して

います。 

気
候
変
動
（
炭
素
価
格
等
） 

中 中 

気候変動緩和に向けて、地球温暖化対

策の推進に関する法律等、温室効果ガ

ス排出削減を目的とした規制が強化

されています。これらに伴う新たな税

負担や原材料及びエネルギー調達コ

ストの増加は、当社グループの事業、

財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

当社グループでは、カーボンニュート

ラルの実現に向けた取り組みについ

て、ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示

タスクフォース）の提言に基づき、シ

ナリオ分析と評価を実施し、その結果

を情報開示しています。 

気候変動リスクへの取り組みについ

ては、「２．サステナビリティに関す

る考え方及び取組」をご参照くださ

い。 



リスク 

項目 
影響度 

発生 

頻度 

リスクシナリオ 

（発現時期と当社への影響） 
リスク対応策 

市
場
環
境
の
変
動 

想定する事象によって、

影響度・頻度は大きく異

なる 

当社グループは、主に住宅関連分野及

びファインセラミックス分野におい

て事業活動を展開しています。そのた

め、日本の人口構造変化や地政学的リ

スクの高まりや世界経済の減速、半導

体市況の変動等、需要が大幅に変動し

た場合には、当社グループの事業、財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。 

日本住宅関連分野においては、リモデ

ル分野における競争優位性をさらに

高めるべく、高付加価値な商品の開

発・提供をはじめ、デジタルやAIを活

用し、お客様一人ひとりに合わせた提

案を行う等、引き続き豊富な住宅スト

ックに対する需要喚起を図り、需要動

向に左右されない事業体質への転換

を推進していきます。 

海外住宅関連分野においては、地政学

的リスクの高まり、世界経済の減速等

による各地域の需要変動を注視し、多

面的な営業展開を推進することで、急

激な環境変化の影響を抑えるよう努

めます。 

ファインセラミックス分野において

は、半導体市況の変動を注視しつつ、

既存の技術基盤を活かして新たな用

途や分野の開拓に向けた検討を継続

し、市場環境の変化に柔軟に対応でき

る経営基盤の構築を目指してまいり

ます。 

競
合
他
社
と
の
競
争
激
化
に 

よ
る
急
激
な
製
品
価
格
下
落 

製品の開発・生産・販

売・サービスが多岐にわ

たるため、想定する事象

によって影響度・頻度は

大きく異なる 

当社グループは、多岐にわたる製品の

開発・生産・販売・サービスを行って

おり、さまざまな企業と競合していま

す。将来にわたって競争優位に展開で

きない可能性があり、また競合他社と

の競争が激化した場合は、製品価格の

下落により、当社グループの事業、財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。 

当社グループでは、高付加価値商品の

開発やブランド価値向上に向けた活

動、コストリダクション活動等に積極

的に取り組み、競争力の維持・強化を

図っています。 
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想定する事象によって、

影響度・頻度は大きく異

なる 

当社グループの事業分野において、急

速な技術革新により他社が先行して

生産性や競争力を向上させる、或いは

新たなビジネスモデルを創造等した

場合、当社グループの競争優位性が相

対的に低下することで、当社グループ

の事業、財政状態及び経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。 

当社グループでは、創立以来、さまざ

まな研究開発を通じて培ってきた技

術の有機的な結合による魅力ある商

品の創出、要素技術とデジタル技術の

融合による商品展開力の強化、及び、

生産・製造革新活動による生産性の向

上等に積極的に取り組み、新たな顧客

価値の創出を図っています。 

 


